
【別紙1：法 人の基 本情報 】

法人コード AOI1260

1．基 本 情 報

フリガナ イッパンシャダンホウジンシガケンチクサンシンコウキョウカイ

法人の名称 一般社団法人滋賀県畜産振興協会

主たる事務所の住所及び連絡先

住所
郵便番号 都道府県名 市区町村丁番地等 補足住所

523－0896 滋賀県 近江八幡市鷹飼町北4丁 目12番 地2

代表電話番号 0748－33－4345 内線 FAX番 号 0748－33－4329

代表電子メールアドレス alisp＠mx．biwa．nejp

ホームページの有無 有

ホームページアドレス http： ／／shiga」in．grJP

代表者の氏名 正 田 忠一

事業年度 04月01日 ～03月31日

事業の概要
畜産振興対策、畜産価格対策、畜産衛生対策、畜産団体支援、畜産理解普及啓発など畜産全
般にかかる事業を行う。



【別紙2： 公益 目的支 出計画実施報告書】

2、 公益 目的支出計画実施報告書

【平成30年 度 （平成30年4月1目 か ら平成31年3A31日 まで）の概要】

1． 公益 目的財産額 118，733，023円

2、 当該事業年度の公益 目的収支差額 （① ＋②一③） 14，102，911円

①前事業年度末日の公益目的収支差額 17，076，199円

②当該事業年度の公益目的支出の額 546，920，518円

③当該事業年度の実施事業収入の額 549，893，806円

3． 当該事業年度末 日の公益 目的財産残額 104，630，112円

4．2の 欄 に記載 した額が計画に記載 した見込み額 と異なる場合、その概要及び理 由注

【公益 目的支出計画の状況】

公益目的支出計画の
完了予定事業年度の末日

①．計画上の完了見込み 2046／3／31

② ①より早まる見込みの場合

前事業年度 当該事業年度 翌事業年度

計画 実績 計画 実績 計画

公益目的財産額 118，733，023 118，733，023 118，733，023 118，733，023 118，733，023

公益目的収支差額 18，383，750 17，076，199 22，060，500 14，102，911 25，737，250

公益目的支出の額 1，315，128，193 581，393，349 1，315，128，193 546，920，518 1，315，128，193

実施事業収入の額 1，311，451，443 581，254，353 1，311，451，443 549，893，806 1，311，451，443

公益目的財産残額 100，349，273 101，656，824 96，672，523 104，630，112 92，995，773



【実施事業（継続事業）の状況等】

（2）〔公 益 目的支 出 計 画 実 施 報 告 書 〕

（事業単位ごとに作成してください。）一 ヨ
（D計画記載事項

事業の概要

国においては、これまで、畜産物の需要拡大に応じた生産対策、平成3年 の牛肉自由化の実施、平成12年 のBSE発 生や平成22年
のロ蹄疫発生に伴う畜産物価格の安定対策や衛生対策を実施してきた。本協会は、国で対策された各種の補助制度等を実施し、

畜産経営の安定に資するとともに、県民に安全で安心な畜産物が提供できるよう努めるとともに、県民の畜産理解醸成等の情報発
信事業を実施している。
「近江牛等子牛生産安定対策」

肉用子牛の市場価格が低落し、この平均売買価格が四半期ごとに農林水産大臣が指定する保証基準価格を下回った場合に契

約する子牛生産者に対して生産者補給金を交付し、肉用子牛の生産安定を図ることを目的としている。平成23年 度は、59件の契約
者で1459頭 が加入し、（独）農畜産業振興機i構と県の補助金及び契約生産者が約650万 円の積立金を造成し、193頭の対象子牛に
450万 円を交付した。また、ほか肉用牛の繁殖経営に対し補助事

業を実施し経営の安定を図った。
「近江牛等肥育経営安定対策」

1．肉用牛肥育経営安定特別対策事業

肉牛肥育経営は、肥育牛となる素牛（肉用子牛）を導入し、概ね20か 月程度の期間を肥育し出荷する。この期間に、導入の素畜
価格と販売の枝肉価格は周期的に変動するため、平均粗収益が平均生産費を下回る状況がある。この事業は、（独）農畜産業振

興機構と県の補助金及び契約生産者の積立金により地域基金を造成し、契約生産者が肥育牛を販売したときに、先の状況になれ
ば肥育牛補てん金を交付する制度である。平成23年 度は、80件の契約者があり、約8000頭 に5億4千 万円の補給金を交付し、肉用
牛肥育経営の安定を図った。
2．近江牛等助成事業
この事業は、協会が近江牛等の生産振興を図るため、近江牛等特別事業基金資産を財源として、会員団体等が近江牛等の生

産、流通、消費にわたる啓発普及、技術向上対策等の事業経費に対して助成する事業。
平成23年 度実績
（1）牛肉消費拡大キャンペーンやイベントの開催

県内各地7か 所で開催された県民のべ27，000人参加した農…業まつり等で、近江牛肉等の消費拡大イベントを支援した。
（2）生産、流通、消費対策全般にわたる研修会の開催
・畜産経営者80名 の参加を得て、「TPPの課題研修会」を開催した。
・原子力発電所事故の影響による放射性物質に汚染牛肉の風評被害から近江牛ブランドの信頼確保するため、広く県民に向けて
TVコ マーシャルを実施した。
「生産振興経営対策」

畜産経営の経営診断等を通じた経営相談により、畜産経営体の経営技術の改善を支援し、平成23年 度は5件 の個別経営に対応
した。また、畜産特別資金借受者に対しては、経営改善計画作成や見直し、計画達成指導を実施し、平成23年 度は、10件の指導に

対応し、経営の健全化を支援した。このほか、畜産女性の集団活動を活性するため、参加者45名 の研修会や生産性改善に資する

事業を実施した。（畜産経営改善促進事業、畜産振興補助事業、畜産生産基盤育成強化事業 畜産特別資金推進指導事業、牛群
検定システム高度化支援事業 、畜産関係団体調整強化事業、貸付事業指導等事業）
養豚経営安定対策事業は、豚枝肉価格の全国平均価格が保証基準価格を下回ったときに、補てん金を交付する事業で、この事
業を円滑に推進するため、説明会や連絡調整をはかり生産者の事務手続きを支援した。平成23年 度は7戸 の契約者が実施し、670
万円の交付金を得た。
「酪農経営安定対策」

乳牛の搾乳作業が年中ある酪農では、酪農家が傷病となったとき、乳牛の飼養管理や搾乳作業を代行する酪農ヘルパー制度が
不可欠となっている。このため、酪農家で組織する酪農ヘルパー利用組合を通じてその費用の助成や、利用組合の運営支援を行
い酪農経営の安定を図る。平成23年 度は、67戸が加入する酪農組合に対し245万円の運営支援と、病気等のため、ヘルパーを利
用した4名 の酪農経営者に対しその経費の一部を支援した。（酪農経営安定対策補完事業、酪農経営安定化支援ヘルパー事業受

託事業、酪農ヘルパー事業円滑化対策事業、新酪農対策事業）
「家畜改良対策事業」

乳牛および肉用牛の生産能力を改善するためには、その能力と血統情報をを明らかにする必要がある。このため、公益社団法人
全国和牛登録協会、社団法人日本ホルスタイン協会の家畜登録受託事業の推進を図り、本県の黒毛和種およびホルスタイン種の

改良促進を行う。平成23年 度は、和牛80会 員の約1000頭 、乳牛29会 員の420頭 を登録した。（家畜登録事業、家畜改良推進事業、
全国和牛能力共進会事業）

また、和牛の繁殖用雌牛および酪農家が搾乳目的に飼育する乳牛には、（社）家畜改良事業団が供給する優秀な能力が証明さ
れた和牛および乳牛の精液および受精卵等を各人工授精所に配布し家畜の改良増殖を図った。平成23年 度は、4900本を人工授
精しに供給配布した。（家畜凍結精液供給事業）
「家畜防疫体制確保対策」

1．家畜主要伝染病の予防対策

滋賀県農業共済組合連合会に予防注射業務を委託し、予防注射事業を実施し、家畜の伝染性疾病を予防する。平成23年 度は、牛
を対象として4300頭 に実施し損耗防止に努めた。 また、乗用馬等の馬インフルエンザワクチン接種の支援により、伝染病による経
済的損失の防止と地域の自主防疫活動を高めた。各種衛生指導事業関係の会議開催および研修会への参加により、衛生指導事

業の強化を図った。
（家畜生産農場清浄化支援対策事業、特定疾病損耗防止事業、軽種馬生産地馬鼻肺炎予防接種および地域自主防疫活動強化緊
急対策事業、衛生組織強化対策事業）
2．死亡牛の牛海綿状脳症（BSE）検査の円滑推進対策

牛海綿状脳症（BSE）の浸潤状況を正確に把握およびBSEの 防疫対策を検証するため死亡牛の適正処理とBSE検 査を円滑に進め
るため、死亡牛の円滑な収集、輸送および処理に対して助成する。（死亡牛緊急検査処理円滑化推進事業 、死亡牛円滑化処理

① 当該事業に係る公益目的支出の見込額

② 当該事業に係る実施事業収入の見込額

1，315，128，193円

1，311，451，443円



（2）当該事業年度の実施状況

事業の実施状況について

包括的及び先進的な環太平洋パートナーシップ協定 （CPTTP） が 平成30年12月30日 に 、日EU経 済 連携協定 （EPA） は 平成31

年2月1日 に発行され、新たな国際競争の時代を迎え、国内産地間以上に国外産畜産物に対する競争力の強化が求められていま
す 。
一方、畜産経営は、依然して飼料を初めとする資材や子牛価格の高騰が続く中、肉用牛肥育経営安定特別対策事業（牛マルキン
事業）で肉専用種の補てん発動があり、先行きの不安感が増しております。
こうした情勢下において、本県畜産の生産基盤強化や安心・安全な地域畜産物の安定供給を一層推進するため、関係機関ならび
に会員団体と緊密に連携し、各種事業を実施しました。

（1）セーフティネット対策事業の肉用牛肥育経営安定特別対策事業および肉用牛肥育経営安定制度では、肉専用種2，907頭、交雑

種1，606頭 お よび乳用種87頭 の合計4，600頭 に対 し144，705，074円の 補てん金を交付 しました。

（2）肉用子牛生産者補給金制度事業ではその他肉専用種で1頭 、16，000円の補てん金をまた、肉用牛繁殖経営支援事業でもその

他 肉専用種で1頭58，500円 の 支援交付金を交付しました。

（3）肉用牛災害緊急支援対策事業では、平成30年 台風第21号 等で被災した生産者に対して災害緊急支援対策を実施しました。
（4）養豚経営安定対策事業（豚マルキン事業）および肉豚経営安定交付金制度については、豚肉が総じて高い水準で推移したこと
から発動はありませんでした。

（5）畜産クラスター計画に基づく機械のリース導入事業では「畜産酪農収益力強化整備等特別対策事業」の県窓口団体として、6
月の第1回 目は6地 域クラスター協議会に、飼料収穫・調整用機械や堆肥調整散布関係機械など34機械装置に対し、補助金分配
通知額89，000千 円 の事業支 援を行いました。また、平成31年1月 の2回 目は、2地 域クラスター協議会に、飼料収穫 ・調整用機 械や

堆肥調整散布関係機械など2機械装置に対し、補助金分配通知額6，850千円の事業支援を行いました。
（6）酪農家の労働負担軽減、省力化を進める「酪農経営体生産性向上緊急対策事業（楽酪事業）」では、搾乳ユニット搬送レール、
ミルカー 自動離脱装置 の導 入に対 し、補助金額で3，75L500円 の事業支援を行いました。

（7）酪農経営については、滋賀県酪農ヘルパー組合にヘルパー利用拡大ならびに要員の確保等に支援をしました。
（8）家畜防疫体制確保対策としては、牛に流産や死産などの異常産をおこすアカバネ病、アイノウイルス感染病およびチュウザン

病を予防するために、滋賀県農業共済組合に予防注射業務を委託し、3，745頭に実施しました。また、BSE検 査体制の維持および死
亡牛（110頭）の円滑な処理経費の農家負担軽減をしました。更に、県と協賛し伝染性疾病の発生予防など防疫措置の啓発や地域

伝染病発生時の対応等の防疫演習を実施しました。
（9）畜産経営の生産の基本となる家畜の生産能力の向上を図るため、和牛の基本登録320頭 、子牛登録1、255頭ならびに乳用牛
304頭 の登録および凍結精液供給事業として、乳 用種1，204本 、黒毛和種4、178本 、計5．382本 を供給配布しました。

（10）協会単独事業の「近江牛等助成事業」では、生産者団体が主催する研修会や12地 域の農業祭りでの「近江の畜産物」のPR活

動にL620、485円 の 支援 をしました。

（11）農林水産省登録第56号 で登録されました「近江牛」の地理的表示の運営については、早期の適正かつ円滑な推進体制につい
て検討委員会を開催しました。
（1D畜 産諸団体（滋賀県養豚推進協議会、滋賀県養鶏協会、近江しゃも普及推進協議会、「おうみ」和牛繁殖協議会および滋賀県

乳用牛群検定組合）の事務局を受託し、その活動を支援しました。

① 当該事業に係る公益 目的支出の額 546，920，518円

② 当該事業に係る実施事業収入の額 549，893、806円

③ （①一②）の額 一2
，973，288円

④ 当該事業に係る損益計算書の費用の額 546，920，518円

⑤ 当該事業に係る損益計算書の収益の額 549，893β06円

①及び②に記載した額が計画に記載した額と異なる場合、その内容及び理由注1

当年度は、畜産生産者団体等で実施してきたオール滋賀の近江牛グランプリ共進会の会計を本会の会計に受入したことから、一時
的に収入が増加した。また、家畜改良会計では、近江牛の肥育経営の繁殖牛の増頭意欲が高くなったことから、登録頭数が増加し
たことにより、登録収入が増えている。しかし、取扱い事務量が増加したため、翌年度は人員を増やす必要があるため、この経費見
込分を繰り越したことによる。

注1：この事業に係る公益目的支出の額等の変更が、公益目的支出計画全体の実施に影響を与えるか否かについても記載してください。



（3）実施事業 資産 の状況等

番 号 注2 資産の名称 時価評価資産の
算定日の時価

移行後に
取得した場合の
取得価額

前事業年度末日
の帳簿価額

当該事業年度
末日の帳簿価額

使用の状況

近江牛等子牛生産
安定事業特別運用
基金

円 円 52，520，000円 52，520，000円 引き続き当該事業で使用

肉用子牛生産者補
給金制度生産者積
立金

円 円 8」65」03円 10，500．781円 引き続き当該事業で使用

肉用子牛生産者補
給金制度生産者積
立準備金

円 円 391428，479円 29，890，009円 引き続き当該事業で使用

肉用子牛生産者補
給金制度特別の積
立金

円 円 2，446，355円 2，446，562円 引き続き当該事業で使用

肥育経営安定基金 円 円 828，656，297円 955，583，371円 引き続き当該事業で使用

近江牛等特別基金 円 円 7，283，998円 7、563」64円 引き続き当該事業で使用

新酪農対策支援基
金

円 円 1L288、569円 9，777，381円 引き続き当該事業で使用

運営基金 円 円 23，870，000円 23，870，000円 引き続き当該事業で使用

予防注射事故基金 円 円 1，201，331円 1，201，341円 引き続き当該事業で使用

注2：算定日に有していた資産については、移行認可申請書（別表A公 益目的財産額の算定）に記載した資産の番号（イ1、口2・・a1・など）を記載し

てください。

【実 施事 業 収 入 の 額 の算 定 に つい て】

①「損益計算書の収益の額」に対応した②「実施事業収入の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を記載してください。

①損益計算書損益計算書の科目
の収益の額

②実施事業
収入の額

注3

②の額の算定に当たっての考え方

特定資産運用益L273円 土273円
谷争菜の積立基笠に係る受取利息であり、谷争栗基釜として官埋するたの
の事業実怖収入とする．

受取会費11329，500円 1，329．500円 家畜登録等を実施するに当っての会費等であり、事業実施収入とする。

事業収益44，551，277円 44，551，277円 各事業に係る手数料であり実施事業収入とする。

受取補 助金53，524，053円 53，524，053円 各事業に係る補助金であり実施事業収入とする。

受取受託金7，142，275円 7」42，275円 各事業に係る受託金であり実施事業収入とする。

受取積 立金1，8gg，200円 t899，200円 各事業に係る積立金であり実施事業収入とする。

受取預 り金12，301，671円 12，301，671円 各事業に係る預り金であり実施事業収入とする。

雑収益306，106円 306」06円 使徒が実施事業に特定されているため、実施事業収入とする。

（指定）受取補助 金196，821，500円 196，821、500円 各事業に係る積立補助金であり実施事業収入とする。

（指定）受取積立 金77，772β00円 77，772，300円 各事業に係る積立金であり実施事業収入とする。

（指疋ノ特 矩貧庄連118」70円

用 益
118」70円

谷事菜の積立基金に係る受取利息であり、谷事栗基笠として官埋するため
の事業実施収入とする．

（指定）基金取 崩額154，126，481円 1541126，481円 各事業に係る補てん金であり実施事業収入とする。

計549，893，806円 549，893，806円

注3：実施事業収入の額の算定の記載事項について、必要な説明書類を添付してください。



【公益 目的 支 出 の額 の 算 定 につ いて】

①「損益計算書の費用の額」に対応した②「公益目的支出の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を記載してください。

①損益計算書 ②公益目的損益計算書の科目 ②の額の算定に当たっての考え方 注4

の費用の額 支出の額

事 業 費252，113，675円252，113，675円

支 払 基 金 預 り金12，301，671円12，30L671円

畢 栗 外 賀 用 （返 〕〔墓8
，654，202円8，654，202円余 ）

（指 定 ）基 金 繰 入 額273，850，970円273，850，970円

計546，920，518円546，920，518円

注4：①と②が同額である場合には、「科目」欄を「その他」として、まとめた額を①及び②欄に記載してもかまいません。



別表A〔公益目的支出計画実施報告書〕

【公益目的支出計画実施期間中の収支の見込みについて】

（Dそ の他 の主要な事 業について

変更の内容及び公益目的支出計画の実施に対する影響等注1

該当なし

注1：その他の主要な事業として、「公益目的支出計画実施期間中の収支の見込み」に記載した事業のうち、その事業の内容や実施方法に変更が

あった場合に、事業番号、変更の内容、その理由及び公益目的支出計画の実施に対する影響を記載してください。

また、新たにその他の主要な事業を開始した場合は、その旨、当該事業の概要及び公益目的支出計画の実施に対する影響を記載してくださ

い。なお特に記載すべき内容がない場合はその旨記入してください。

（2）資産 の取得や処分、借入 について

実施内容（計画の変更内容）及び公益目的支出計画の実施に対する影響等注2

該当なし

注2：「公益目的支出計画実施期間中の収支の見込み」の備考欄に記載した多額の借入や施設の更新、高額財産の取得・処分等の活動を実施し

た場合は、公益 目的支出計画に与えた影響を記載してください。また、「公益目的支出計画実施期間中の収支の見込み」の備考欄に記載し

たもののうち、計画内容に変更があった場合に、変更の内容、その理由及び公益目的支出計画に対する影響を記載してください。

また、「公益目的支出計画実施期間中の収支の見込み」の備考欄に記載したもの以外で、法人全体の財務に大きな影響を与える活動を新た

に予定する場合は、その内容、理由及び公益目的支出計画に対する影響を記載してください。なお特に記載すべき内容がない場合はその旨

記載してください。



別表B〔公益目的支出計画実施報告書〕

【引当金等の明細】

（1）実施事業に係る引 当金

番号 引当金の名称 期首残高 当期増加額 目的
当期減少額 事業

期末残高
目的使用 その他 区分 番号

退職給付引当金 11，994，982円 0円 0円 0円 11，994，982円

円 円 円 円 0円

円 円 円 円 0円

（2）（D以外の引当金のうち、算 定 日において計 上していたもの

番号 引当金の名称 期首残高 当期増加額 目的

当期減少額
期末残高

目的使用 その他

円 円 円 円 0円

円 円 円 円 0円

（3）「その他支出又は保全が義務付けられているもの」としたもの注

番号 財産の名称 期首の価額 当期増加額 目的

当期減少額
期末の価額

目的使用 その他

円 円 円 円 0円

円 円 円 円 0円

注 ：算定日において、退職給付会計導入に伴う変更時差異の未処理額を公益目的財産額から控除した場合につ

いては、当該未処理額は記載不要です。なお特に記載すべき内容がない場合は空欄のままにしてください。


